
事　　　　業　　　　名 事業費（千円）
【総務費】
コミュニティバス運行事業 156,200
地域づくり事業（自治振興区助成金等） 51,335
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金（LP ガス使用世帯補助） 19,141
SDGs 推進事業（SDGs シンポジウム、食のブランド化事業、普及啓発事業等） 17,347
山の都づくり事業（定住支援施策） 23,380
【民生費】
子ども医療費助成事業（個人 3,809 件、医療機関 12,597 件） 35,422
出産・誕生祝い金事業（47件） 4,380
シニアクラブ活動助成事業（連合会・50単位老人クラブ等） 9,737
敬老祝い金事業（209人） 2,310
移動販売支援事業補助金 3,000
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金（低所得世帯への給付金、社会福祉施設等支援） 262,920
【衛生費】
予防接種事業（新型コロナワクチン以外） 27,893
新型コロナワクチン接種事業 49,176
健康診査事業（延べ 17,741 人） 58,693
浄化槽設置整備事業（町補助金：36基） 17,418
塵芥処理事業（小峰クリーンセンター）、し尿処理事業（千滝クリーンハウス） 336,505
山の都エコライフ支援事業（住宅用太陽光発電・太陽熱利用システム、住宅用薪ペレットストーブ設置等費補助金） 2,844
【農林水産業費】
中山間地域等直接支払制度事業（161集落） 304,819
多面的機能支払交付金事業（25組織） 196,768
環境保全型農業直接支援対象事業（15団体） 18,919
新規就農対策事業 23,507
有害鳥獣捕獲事業（捕獲隊助成金等） 87,725
山都町森林整備事業（間伐・造林・下刈等） 23,889
森林環境譲与税事業（森林境界明確化、森林所有者意向調査、林地台帳更新等） 30,672
令和 5年 7月発生農地等災害自力復旧支援事業（173件） 17,365
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金（飼料価格高騰対策） 7,542
SDGs 推進事業（学校用有機米・有機野菜購入、新規就農希望者ツアー） 2,880
【商工費】
道の駅整備事業（駐車場整備、道路新設、備品購入等） 251,771
観光施設等受入体制整備（施設改修・修繕等） 179,027
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金（キャッシュレス決済ポイント還元事業等） 26,318
【土木費】
町道維持工事（7路線、道路案内標識等設置） 35,124
地方創生道整備推進交付金事業（道路改良等：5路線） 310,603
社会資本整備総合交付金事業（道路改良等：7路線） 91,419
道路メンテナンス事業（橋梁点検、補修設計、トンネル点検、補修工事） 104,898
公営住宅居住性向上改修工事（１棟４戸、浄化槽設置） 39,263
【消防費】
非常備消防・消防施設費（火災予防・消防団活動事業等） 92,354
【教育費】
学校施設等修繕工事（10施設） 13,538
ICT 教育環境整備（支援員配置、教育機器整備等） 29,036
矢部高校応援事業（入学支度金、教科書助成、魅力化支援事業等） 11,010
中央グラウンド周辺整備事業（道路改良工事、総合体育館建築工事、運動公園芝生広場整備工事等） 2,354,635
総合的な学習（SDGs 学習）事業（町内全小中学校） 3,871
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金（学校給食負担軽減） 4,003
【災害復旧費】
農林水産施設災害復旧費（農業施設・林業施設） 865,186
公共土木施設災害復旧費（道路・河川） 1,029,956
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諸収入
6,233千円
0.3％

国民健康保険税
417,875千円
16.8％ 国庫支出金

43千円
0.0％

使用料及び手数料
102千円
0.0％

県支出金
1,857,828千円
74.7％

財産収入
69千円
0.0％

繰入金
186,376千円
7.5％

繰越金
18,861千円
0.8％

【歳入】【歳入総額 2,487,377 千円】

保険給付費
1,808,614千円
73.4％

国民健康保険事業費納付金
625,178千円
25.4％

共同事業拠出金
0千円
0.0％

保健事業費
19,688千円
0.8％

基金積立金
69千円
0.0％

諸支出金
1,753千円
0.1％

総務費
9,343千円
0.4％

【歳出総額 2,464,645 千円】 【歳出】

一人当たり保険給付費と国保税
　令和５年度における一人当たりの保険給付費（診
療費・調剤等の費用）は50 万 3,533 円で、一人
当たりの国保税は10 万 810 円となりました。一人当
たりの医療費は、前年度より、1,691 円増加しました。
　保険給付費の増加と国保税の減収により、国保
財政は極めて厳しい状況にあります（※）。
（※）令和５年度単年度収支　▲ 12,059 千円の赤字

１．国民健康保険の加入・脱退の届出は「14日以内」に
　退職などによる国民健康保険への加入の届出が遅
れる場合、国保税は資格取得した月までさかのぼっ
て支払ったり、国保被保険者証がない期間の医療費
が全額自己負担になることがあります。また、就職
などの理由で国保を脱退する人は、脱退の届出が遅
れる場合、国保税と社会保険の保険料と二重払いに
なることがあります。

２．社会保険の被扶養者になれる場合があります
　同じ世帯に社会保険の加入者がいる場合、被扶養
者として認定されることがありますので、勤務先に
ご相談ください。
３．申告を忘れずにしましょう
　加入者は、所得の申告が必要です。申告をしない
と、国保税の軽減の適用および医療費の限度額申請
時の判定ができません。

特定健診受診状況
　生活習慣病の予防のために、対象者（40歳～74歳）
の方にメタボリックシンドロームに着目した特定健
診を行っています。令和５年度の受診率は 59.6％
（速報値）と、前年度（63.0％）を下回りました。
　令和６年度は、未受診者対策を講じ、受診率を上げる
とともに、高血圧・高血糖・脂質異常・腎機能低下の
方を対象に、保健師による保健指導を重点的に行います。

3,479 3,434 3,339

3,103
2,918

2,139 2,064 2,076 1,955 1,738

61.5 60.1 62.2

63.0

59.6

109,852 102,976 103,105 99,119 100,810

440,047 421,654 446,743
498,895 503,533

10 月は国民健康保険の適用適正化月間です
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